
1 / 5 

    公立大学法人広島市立大学物品売買等に係る入札後資格確認型一般競争入 

    札実施要領 

 

 （趣旨） 

第１条 この要領は、公立大学法人広島市立大学（以下「法人」という。）の物品の

売買、借入れ、修繕及び製造の請負並びに役務（建設コンサルティングサービス

に係る役務を除く。以下同じ。）の提供（以下「物品売買等」という。）の契約に

係る入札において、当該入札に参加する者に必要な資格（以下「入札参加資格」

という。）の確認を入札後に行って落札者を決定する一般競争入札（以下「入札

後資格確認型一般競争入札」という。）の実施に関し、必要な事項を定めるもの

とする。 

 （対象） 

第２条 入札後資格確認型一般競争入札は、物品売買等の契約であって、その相手

方を一般競争入札の方法により決定するものを対象とする。ただし、総合評価一

般競争入札の方法による契約その他あらかじめ総務室と協議した契約については、

この限りでない。 

 （入札公告） 

第３条 入札後資格確認型一般競争入札を実施するに当たっては、その入札公告に

おいて、公立大学法人広島市立大学契約規程（平成２２年公立大学法人広島市立

大学規程第６５号）第５条各号に掲げる事項のほか、次に掲げる事項を記載する

ものとする。 

 ⑴ 入札後資格確認型一般競争入札に付する入札案件である旨 

 ⑵ 公立大学法人広島市立大学委託業務低入札価格調査要綱（平成２２年４月１

日施行。以下「低入札価格調査要綱」という。）第２条第１項及び第２項の規

定に該当する場合は低入札価格調査対象案件である旨 

 ⑶ 一般競争入札参加資格確認申請書（以下「資格確認申請書」という。）の配布

方法並びに入札執行後における資格確認申請書及び入札参加資格の確認に必要

な書類（以下「資格確認申請書等」という。）の提出方法等 

 ⑷ 落札者の決定方法 

 ⑸ 入札参加資格の確認結果及び入札結果の通知方法 

 ⑹ その他入札後資格確認型一般競争入札の実施に関し必要と認める事項 
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 （入札書の提出方法等） 

第４条 入札後資格確認型一般競争入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）

は、入札公告に定める入札執行の場所及び日時において、入札書の提出をするも

のとする。 

２ 入札参加者は、前項の規定により提出した入札書を撤回し、又は差し替えるこ

とができないものとする。 

３ 入札後資格確認型一般競争入札の入札回数は、３回を限度とする。 

 （入札書の開札、落札者の決定の保留等） 

第５条 理事長は、入札後資格確認型一般競争入札に係る入札書をその開札日時に

おいて開札するものとする。 

２ 入札参加者は、前項の規定による開札に立ち会うものとする。 

３ 理事長は、開札を行った結果、入札参加者がいないことが判明した場合（第５

項第２号又は第３号に掲げる者以外に入札参加者がいない場合を含む。）には、

当該入札執行を打ち切るものとする。 

４ 理事長は、開札を行った結果、入札参加者がある場合において、予定価格の制

限の範囲内の価格をもって有効な入札書を提出した者がいないとき（予定価格の

制限の範囲内の価格をもって有効な入札書を提出した者がある場合において、次

項第２号又は第３号に掲げる者以外に、予定価格の制限の範囲内の価格をもって

有効な入札書を提出した者がいないときを含む。）は、入札回数の範囲内で再度

入札（３回目の入札を含む。以下同じ。）を行うものとする。 

５ 理事長は、次の各号のいずれにも該当しない者を、前項の規定による再度入札

に参加することができる者とする。 

 ⑴ １回目の入札（再度入札が３回目の入札である場合にあっては、１回目及び

２回目の入札）に参加していない者 

 ⑵ 第７条の規定により、入札参加資格がないと認められた者 

 ⑶ 低入札価格調査要綱第７条の規定により、落札者として決定しないとされた 

 者 

６ 理事長は、第４項の規定による再度入札を行うに当たっては、前項に規定する

再度入札に参加することができる者に対して、次の各号に掲げる再度入札の区分

に応じ、当該各号に定める事項を通知するものとする。 

 ⑴ 開札の結果行われる再度入札（前項第２号又は第３号に掲げる者以外に、予
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定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札書を提出した者がいないとき

に行われる再度入札を除く。） その場で速やかに再度入札を行う旨 

 ⑵ 前号に掲げるもの以外の再度入札 再度入札を行う日時及び場所 

７ 入札後資格確認型一般競争入札を執行する職員（以下「入札執行職員」という。）

は、開札（再度入札に係るものを含む。）の結果、予定価格の制限の範囲内の価

格をもって有効な入札書の提出をした入札参加者がある場合は、直ちに落札者の

決定を保留するものとする。 

８ 前項の規定により落札者の決定を保留するに当たっては、予定価格の制限の範

囲内で最低の価格をもって有効な入札書を提出した者（以下「最低価格入札者」

という。）を入札参加資格の有無の確認（以下「入札参加資格の確認」という。）

が行われる入札参加者とする。この場合において、予定価格の制限の範囲内で最

低の価格をもって有効な入札書を提出した者が２人以上あるときは、入札執行職

員はこれらの者にくじ引きをさせて入札参加資格の確認が行われる者の順番を決

定するものとし、最初に当該確認が行われる者をもって、最低価格入札者とする。 

 （資格確認申請書等の提出） 

第６条 理事長は、最低価格入札者について、入札執行後、理事長が指定する期限

までに資格確認申請書等（低入札価格調査要綱第２条第１項及び第２項の規定に

より低入札価格調査の対象とする入札案件にあっては、低入札価格報告書を含む。

以下同じ。）を提出させるものとする。 

 （入札参加資格の確認） 

第７条 理事長は、入札後資格確認型一般競争入札における入札参加資格の確認に

ついては、特別の定めがある場合を除き、入札公告で公告した開札日時を基準と

して、資格確認申請書等に基づき、行うものとする。この場合において、入札参

加資格の確認を受ける入札参加者が、当該開札日時から落札者の決定までの間に、

次の各号のいずれかに該当することとなったときは、その者の入札を無効とする

ものとする。 

 ⑴ 広島市における競争入札参加資格が取り消された場合 

 ⑵ 法人又は広島市から指名停止措置を受けた場合 

 ⑶ 前２号に掲げる場合のほか、入札参加資格を満たさなくなった場合及び入札

に関する条件に違反することとなった場合 

２ 理事長は、前項の規定による確認の結果、最低価格入札者について入札参加資
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格がないと認めた場合には、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札

書の提出をした他の入札参加者のうち最低の価格をもって入札書の提出をした者

（以下「次順位価格入札者」という。）について、同項の規定により、入札参加資

格の確認を行うものとする。この場合において、当該最低の価格をもって入札書

の提出をした者が２人以上あるときは、第５条第８項後段の規定を準用するもの

とする。 

３ 理事長は、前項の規定による確認の結果、次順位価格入札者に入札参加資格が

ないと認めたときは、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札書の提

出をした他の入札参加者のうち、次順位価格入札者の次に低い価格をもって入札

書の提出をしたものから順次、同様にして、入札参加資格のある者が確認される

まで、入札参加資格の確認を行うものとする。 

４ 理事長は、前２項の規定により入札参加資格の確認を行う場合は、次順位価格

入札者（前項の規定により入札参加資格の確認が行われる者を含む。）に、指定

する期限までに資格確認申請書等を提出させるものとする。 

 （落札者の決定） 

第８条 理事長は、前条の規定により入札参加資格を有すると確認された者（以下

「有資格者」という。）を落札者として決定するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、理事長は、有資格者の入札価格が調査基準価格を下

回るものであり、低入札価格調査要綱第７条の規定により当該有資格者を落札者

としない場合は、予定価格の制限の範囲内の価格をもって有効な入札書の提出を

した他の入札参加者のうち最低の価格をもって入札書を提出した者から順次、第

５条第８項後段、前条及びこの項の規定を準用し又は適用し、入札参加資格の確

認を行い、落札者の決定をするものとする。 

 （入札参加資格確認結果及び入札結果の通知） 

第９条 理事長は、前条の規定により落札者の決定をした場合は、入札参加者に対

して、入札参加資格確認結果及び入札結果を通知するものとする。この場合にお

いて、入札参加資格がないとされた者に対しては、その理由も併せて通知するも

のとする。 

 （委任規定） 

第１０条 この要領に定めるもののほか、物品売買等の契約に係る入札後資格確認

型一般競争入札の実施に関し必要な事項は、事務局長が定める。 
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   附 則 

 （施行期日） 

 この要領は、平成２２年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則 

 （施行期日） 

 この要領は、平成２６年４月１日から施行する。 

 


